
 

大阪市石綿読影の精度に係る調査に伴う精密検査の医療費助成要綱  

 

（目的）  

第１条  この要綱は、大阪市が実施する石綿読影の精度に係る調査（以下「調査」と

いう。）に参加した者が、石綿関連疾患を念頭に置いた読影の結果、要精密検査（石

綿関連疾患疑い・呼吸器疾患疑い）と判定された者が、指定精密検査医療機関（第

４条に規定する医療機関をいう。以下同じ。）で精密検査（別表第１に掲げる検査

をいう。以下同じ。）を受診した場合、医療費の一部を助成することを目的とする。  

 

（資格等）  

第２条  調査に係る精密検査の医療費助成（次条の規定による助成をいう。）の対

象となる者（以下「要精検者」という。）は、調査に参加し、検査の画像読影の結

果、精密検査が必要と判定された者であって、国民健康保険法（昭和 33年法律第 1

92号）の被保険者（被保険者であった者でなお継続して医療に係る給付を受けてい

るものを含む。）又は別表第２に掲げる医療保険に関する法律（以下「医療保険各

法」という。）の被保険者、組合員、加入者若しくは被扶養者（被保険者、組合員、

加入者若しくは被扶養者であった者でなお継続して医療に係る給付を受けている

ものを含む。）とする。  

 

（助成の範囲）  

第３条  要精検者が次条に掲げる指定精密検査医療機関において精密検査を受けた

ときは、当該医療に要した費用のうち、自己負担費用（医療保険各法の被保険者、

組合員又は加入者（被保険者、組合員又は加入者であった者を含む。）に対し、

保険者（健康保険法（大正 11年法律第 70号）附則第８条第１項及び船員保険法（昭

和 14年法律第 73号）に規定する承認法人等並びに船員保険における政府を含む。）、

組合若しくは日本私立学校振興・共済事業団から当該医療費に係る一部負担還元

金若しくは家族療養附加金が支給される場合又は法令の規定により患者に対し国

若しくは地方公共団体から自己負担費用について医療費助成金が支給される場合

は、その額を控除した額とする。以下「精密検査助成費」という。）を助成する。  

２  前項に規定する医療に要した費用の額は、健康保険法及び高齢者の医療の確保

に関する法律の規定による診療報酬の算定方法（平成 20年厚生労働省告示第 59号）、

入院時食事療養費に係る食事療養及び入院時生活療養に係る生活療養の費用の額

の算定に関する基準（平成 18年厚生労働省告示第 99号）、訪問看護療養費に係る指



 

定訪問看護の費用の額の算定方法 (平成 20年厚生労働省告示第 67号 )、又は保険外

併用療養費に係る療養についての費用の額の算定方法 (平成 18年厚生労働省告示

第 496号 )の例により算定した額とする。ただし、現に要した費用の額をこえること

ができない。  

 

（指定精密検査医療機関）  

第４条  指定精密検査医療機関は、別表第１に掲げる医療行為が行える保険医療機

関であって、本市が指定した医療機関とする。  

２  前項に定める指定精密検査医療機関の指定を受けようとする医療機関は、本市

が定める指定申請書により、申請を行うものとする。また、指定精密検査医療機

関の指定を辞退するときは、本市が定める辞退届により、届出を行うものとする。  

３  精密検査は、指定精密検査医療機関において、要精検者に対し、検査のリスクに

ついて十分に説明を行ったうえで、指定精密検査医療機関の責任により行うもの

とする。また、精密検査の結果については、所定の様式により報告するものとする。  

 

（助成の方法）  

第５条  精密検査助成費の助成は、当該精密検査を行った指定精密検査医療機関に

支払うことによって行う。  

２  前項による助成の支払いを受けようとする指定精密検査医療機関は、助成の請求

を行わなければならない。  

 

（助成の申請等）  

第６条  要精検者で精密検査医療費の助成を受けようとする者は、所定の申請書を

市長に申請しなければならない。  

２  市長は、前項の申請を受けたときは、指定精密検査医療機関への紹介状を交付す

る。  

 

（紹介状の提出）  

第７条  要精検者は、指定精密検査医療機関において精密検査を受けようとすると

きは、当該指定精密検査医療機関に医療保険証と共に紹介状を提出しなければな

らない。  

 

 



 

（譲渡又は担保の禁止）  

第８条  精密検査助成費の助成を受ける権利は譲渡し、又は担保に供してはならな

い。  

 

（助成金の返還）  

第９条  偽りその他不正の手段により精密検査助成費の助成を受けた者があるとき

は、市長はその者からその助成を受けた額に相当する金額を返還させることがで

きる。  

 

（施行の細目）  

第 10条  この要綱の施行について必要な事項は、保健所長が定める。  
 
 

 

附則  

（施行期日）  

 この要綱は平成 26年 11月 1日から施行する。  

 この要綱は平成 28年 11月 1日から施行する。  

 この要綱は平成 30年 11月 1日から施行する。   

この要綱は令和元年 12月 1日から施行する。  

この要綱は令和２年 11月 1日から施行する  

 この要綱は令和６年 11月 15日から施行する  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

【別表第１】  

１．精密検査費用の内、下記診療報酬項目の自己負担分（該当した項目に限る） 

項目 備考 

初診料再診料（下記より選択） 

ア 初診料 A000 注１～４、注５及び注 10～16 

イ 再診料 A001 注１～３、及び注 15～20 

ウ 外来診療料 A002 注１～４、注５、注 10及び注 11 

医学管理等 

ア 診療情報提供 (1) B009 注 2 

画像診断 

ア コンピューター断層撮影(ＣＴ撮影) E200 

  ①-(1) 64列以上（共同利用施設） E200 1 イ（1） 

  ①-(2) 64列以上（その他） E200 1 イ（2） 

  ② 16列以上 64列未満 E200 1 ロ 

  ③ 4列以上 16列未満 E200 1 ハ 

  ④ ①～③以外 E200 1 ニ 

イ コンピューター断層診断 E203 

ウ 画像診断管理加算 1 画像診断 通則 4 

エ 画像診断管理加算 2 又は 3 又は 4 画像診断 通則 5 

オ 電子画像管理加算 コンピューター断層撮影診断料 通則 3 

   

２．（１）精密検査の診断結果取り寄せにかかる費用（郵送料、コピー代、ＣＤ－Ｒ等消耗品費代） 

  （２）上記１．において自己負担分の計算が困難な場合等、環境省と協議した結果、委託費の 

    範囲内と認められた費用  

 

 

 

 

 



 

別表第２（第２条関係）  

健康保険法  

船員保険法  

私立学校教職員共済法（昭和 28年法律第 245号）  

国家公務員共済組合法（昭和 33年法律第 128号）  

地方公務員等共済組合法（昭和 37年法律第 152号）  


